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1. はじめに
本稿では欧州における地域の資金循環を司る地域金融機関の新しい動きを取り上げる。コミュニ

ティビジネスとは地域における福祉サービスや太陽光発電事業などの環境配慮型ビジネスなどを指
すが、概してこのようなビジネスは公益性が高い一方、収益性が低く、融資が難しい分野である。欧
州ではそのような公益プロジェクトに特化して融資を実施する非営利の小規模銀行が 1970 年代に設
立され、低利融資を通じて地域の資金循環を支えている。

現在、金融機関は規制強化、競争激化を背景に統合の流れにあり、巨大となった金融機関は益々、
地域の公益プロジェクトに対応することが困難となりつつある。逆説的であるが、コミュニティビジ
ネスを専門とする金融機関の重要性が増しているとも言えよう。本稿では、欧州のコミュニティ銀行
の紹介を通じてその合理性を説明し、低成長社会における持続可能な金融業の在り方やそのビジネス
モデルについて論じることとしたい。

2. 欧州における地域金融の位置づけ
ここでは欧州における地域金融の位置づけを説明する。欧州の金融機関はドイツ銀行等に代表され

る株式会社形態の民間商業銀行、ドイツの州立銀行、貯蓄銀行に代表される州政府や自治体が実質的
なオーナーである公立銀行、そして協同組合の形態をとる協同組合銀行の３種類に大別することがで
きる。本稿では地域ビジネスの資金融通を主目的とする組合金融機関を地域金融と位置づけ、協同組
合銀行が欧州金融市場においてどの程度の影響力があるかを、統計データを用いて概説する。

図表１は欧州協同組合銀行協会（EACB）に加盟する欧州各国の協同組合銀行の一覧である。まず、
オーストリアにはオーストリア・ライファイゼン銀行とオーストリア・フォルクス銀行という２つの
協同組合銀行が存在する。国内預金シェアについてはライファイゼン銀行が 30.3％、フォルクス銀
行が 4.7％であり、合計すると全預金シェアの１／３を越えることが分かる。次に、キプロスでは協
同組合中央銀行が国内総預金の 28％のシェアを有し、国内最大の金融機関となっている。フィンラ
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ンドでは OP ファイナンシャル・グループという協同組合銀行があり、国内預金シェアが 37.1％と、
1/3 超を越えるシェアを確保している。

次に、フランスはクレディ・アグリコル（農業銀行）、クレディ・ミュチュエル（相互銀行）、BPCE（庶
民銀行）という協同組合銀行グループが３つ存在し、国内預金シェアは、それぞれ 24.4％、15.2％、
22.2％である。３グループを合計すると 61.8％となり、国内預金の２／３近くを地域金融機関が扱っ
ていることが分かる。このようにフランスでは協同組合銀行の存在感が極めて高いことが分かる。

 更に、ドイツでは BVR というフォルクス銀行、ライファイゼン銀行という２つの協同組合銀行を
統合する中央機関が EACB の加盟行となっている。BVR の国内預金シェアは 21.0％とフランスやオー
ストリアのそれと比較すると低い水準であるが、これはドイツでは州立銀行、貯蓄銀行といった公立
銀行グループが預金シェアの４割程度を確保しているためである。これらの公立銀行も協同組合銀行
同様、地域ビジネスの資金融通を主目的としており、公立銀行を地域金融として合算すると、ドイツ
もフランス同様、地域金融の存在感が非常に高い地域であると言える。

ルクセンブルグもライファイゼン銀行の国内預金シェアが 20.0％に達し、オランダではラボバン
クという協同組合銀行が国内預金シェアにおいて 35.0％と高いシェアを有する。更に、スイスにお
いてもスイス・ライファイゼン銀行が 19.5％と比較的高いシェアを確保している。ちなみにスイス
もドイツと類似の州立銀行、貯蓄銀行といった公立銀行グループを有し、公立銀行の国内預金シェア
を加えると地域金融のシェアがより高くなる。このように、欧州の広い地域において地域金融の存在
感が高いことが理解できる。欧州において地域金融のプレゼンスが高い理由の一つに協同組合銀行が
ドイツ発祥であることが挙げられる。フリードリヒ・ヴィルヘルム・ライファイゼンやヘルマン・シュ

図表１　欧州における協同組合銀行の位置づけ

国／協同組合銀行 総資産 
（百万EUR）

税引き後 
純利益 

（百万EUR）

自己資本 
比率（％）

顧客数 
（千人）

国内預金 
シェア（％）

SME向け 
貸出シェア

（％）

オ ーストリア
Österreichische Raiffeisenbanken 279,611 1,554 9.3 3,600 30.3 n.a.
Österreichischer Volksbanken 27,815 -67 15.4 1,060 4.7 20.0

ブ ル ガ リ ア Central Co-operative Bank 2,374 3 15.2 1,622 6.5 n.a.
キ プ ロ ス Co-operative Central Bank 14,307 -166 15.6 n.a. 28.0 7.0
デ ン マ ー ク Nykredit 185,432 428 23.9 1,065 3.9 n.a.
フィン ラ ンド OP Financial Group 125,145 853 22.9 4,303 37.1 37.5

フ ラ ン ス
Crédit Agricole 1,698,859 6,043 18.1 50,000 24.4 36.0
Crédit Mutuel 739,809 3,095 18.5 30,700 15.2 16.0
BPCE 1,166,535 3,242 16.8 35,000 22.2 n.a.

ド イ ツ BVR 1,162,519 6,967 15.8 31,000 21.0 33.4
ギ リ シ ア Association of Cooperative Banks of Greece 2,539 n.a. n.a. 352 1.0 15.0
ハ ン ガ リ ー National Federation of Savings Co-operatives 6,386 30 7.1 1,150 8.7 n.a.
イ タ リ ア Federcasse (BCC) 221,100 -96 17.0 6,000 7.7 22.4
リ ト ア ニ ア Association of Lithuanian credit unions (a) 477 -12 21.7 3 2.9 4.5
ルクセンブルグ Banque Raiffeissen 7,222 18 12.7 115 20.0 n.a.
オ ラ ン ダ Rabobank 670,373 2,214 23.2 8,600 35.0 42.0
ポ ー ラ ン ド National Union of Co-operative Banks (KZBS) 32,784 137 15.9 n.a. 9.4 14.2
ポ ル ト ガ ル Crédito Agrícola 14,936 54 13.5 1,200 6.5 n.a.
ル ー マ ニ ア Creditcoop (a) 199 1 22.0 919 n.a. n.a.
ス ロ ベ ニ ア Dezelna Banka Slovenije d.d. (a) 856 -17 9.8 85 2.3 n.a.

ス ペ イ ン
Unión Nacional de Cooperativas de Crédito 90,945 371 n.a. 7,117 5.6 n.a.
Banco de Crédito Cooperativo (BCC) 40,461 70 11.6 3,354 2.2 n.a.

イ ギ リ ス Building Societies Association 466,405 2,021 18.4 22,400 18.3 n.a.
ス イ ス Raiffeisen Schweiz 189,200 743 16.4 3,718 19.5 n.a.

(注1)国内預金シェアの欄における太字の数字は合計でシェアが20％を越える国を示す。また、SME向け貸出シェアの太字は協同組合
銀行のシェアが合計で20％を越える国を示す。
(注2）時点は2015年12月31日末。
(出所）European Association of Co-operative Banks (EACB)



－ 3 －

－ 6285 －■　中央調査報　No.718・平成29年8月10日発行

ルツェ・デーリチュなどのドイツ人が協同組合銀行設立に強い影響を与えた。このように歴史的に協
同組合の思想の強いドイツ、ドイツ語圏の国（オーストリア、スイス）を中心に、その思想が隣国で
あるフランス、フィンランド、ルクセンブルグ、オランダに伝播し、その結果これらの国々で地域金
融のシェアが高くなったものと推察される。

また、協同組合銀行は地域内の資金融通の円滑化のため設立された経緯より、その特徴の一つに中小
企業向け融資のシェアが高いことが挙げられる。例えば、オランダのラボバンクの中小企業向け融資額
は同国中小企業向け融資額の 42.0％に達する。また、フィンランドの OP ファイナンシャル・グループ（同
37.5％）、フランスのクレディ・アグリコル（同 36.0％）もこの分野で高いシェアを有する。このように
協同組合銀行は欧州において地場産業への資金繰りを支える重要な役割を担っているのである。

3.GLS コミュニティ銀行（ドイツ、ボッフム市）
歴史的に地域金融の存在感が強い欧州においても環境ビジネス等のコミュニティビジネスに対し

ては資金供給に隘路が生じていた。ここでは協同組合組織がもつ利点を生かしてその隘路を解消した
事例を紹介する。

一つ目の事例はドイツの GLS コミュニティ銀行（GLS Gemeinshaftsbank eG、以下「GLS 銀行」）
である。GLS 銀行はドイツの北西部に位置するノルトライン＝ヴェストファーレン州ボッフム市に
本社を置く、地域コミュニティ内に必要な社会プロジェクトへの融資を専門に行う協同組合銀行であ
る。GLS の G はドイツ語で「Gemeinshaft（共同体）」、L は「Leihen（貸与）」、S は「Schencken（贈
与）」を意味する。定款にコミュニティの生活環境向上への貢献が規定されているように、地域コミュ
ニティの厚生増大がその経営目的となっている。

GLS 銀行の設立は 1961 年に遡る。当時、ボッフム市近郊にて私立学校（バルドルフシューレ）設
立運動が始まったが、既存の金融機関は「シュタイナー教育を実施する独自性の高い私立学校事業で、
かつ非収益事業に対する融資は前例がない」との理由で融資に慎重な姿勢を示していた。これを契機
にコミュニティのための金融機関を設立する機運が高まり、「地域のための信託協会（Gemeinnützige 
Treuhandstelle eV）」が設立された。信託方式の導入により建設資金の調達が可能となり、私立学校
の設立も可能となった。この信託協会が GLS 銀行の母体となる。

この信託協会はしばらく学校運営を軸に活動をしていたが、学校以外のコミュニティビジネスへの
資金ニーズの高まりを受け、1974 年に銀行部門である GLS 銀行が設立された。日本と同様、ドイツ
においても新規に銀行を設立することは容易ではなく、最低資本金をクリアする他、監督官庁による
銀行経営の適格性審査を通過しなければならない。設立当時、監督官庁は、銀行業の運営ノウハウが
不十分という理由で新銀行設立願を受理しなかった。以降、設立メンバーは金融ノウハウと資金を蓄
積するべく試行錯誤を重ね、事業規模を徐々に拡大していった。そして、信託協会設立後 10 年以上
経過した 1974 年に漸く新銀行設立願が受理され GLS 銀行設立となったのである。

創業当初の GLS 銀行の業績は芳しくなかった。ドイツにおいても環境や教育プロジェクトに特化し
た銀行には懐疑的な目が向けられたためである。しかし 1990 年代に入り地球温暖化を契機に市民の環
境意識の高まりを受け、GLS 銀行への預金や組合参加者が急増したのである。以降 GLS 銀行の業容は
順調に拡大をしている。GLS 銀行の総資産は 1999 年末では 385 百万 EUR であったが、設立 40 周年
を迎えた 2014 年末には 3,640 百万 EUR に達し、過去 15 年間で 10 倍近い業容拡大を実現している。

図表２に示されるように GLS 銀行の過去 3 期の業績も良好である。直近期の融資分野の割合を見
ると、再生エネルギー分野が融資残高全体の 35.0％、住宅分野が 21.0％、社会・健康分野が 17.5％、
教育・文化分野が 13.8％となっている。
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例えば、GLS 銀行はエコロジー農業に多く融資を行っているが、エコロジー農業の収益性は低く、
個人経営が多く審査の難しい分野でもある。教育分野の主な融資対象は GLS 銀行の設立契機となっ
たシュタイナースクール等の教育施設であるが、社会的に辛い立場に置かれている人たちを収容し社
会復帰を促す宿泊施設も対象となっている。これらのプロジェクトは公益性が高い一方、エコロジー
農業と同様に、収益性が低く、審査も難しい分野である。このような分野は通常の銀行が融資に積極
的ではないため、資金供給の隘路が出来やすい。GLS 銀行はこのような分野に特化することで、資
金循環の隘路を解消し、地域の資金循環を支えているのである。

GLS 銀行はこのような非営利プロジェクトに特化しているにも関わらず健全経営と低利融資を実
現している。まず、低利融資が実施可能となる仕組みを図表３にて説明する。ここでは仮に商業銀行
の預金金利を 5％とする。銀行は預金金利に経費と利益を上乗せて貸出金利を決める。ここではその
水準をそれぞれ 0.5％とすると貸出利率は 6％となる。

一方、GLS 銀行の預金利率は 5％を下回る水準となる。これは GLS 銀行の預金者の多くが商業銀
行の預金金利よりも低い水準で良いと考えているためである。ここでは預金金利を 3％とする。GLS
銀行は eG（eingetragene Gemeinshaft：登録協同組合）という日本の信用組合に似た組織形態となっ
ており、必ずしも利潤を最大化する義務はない。よって、経費を 0.5％上乗せするだけで済み、貸出
金利は 3.5％となる。

預金金利が低くても GLS 銀行に預金を預ける理由として社会貢献をしているという「満足」感が
挙げられる。インタビューでは無利息でお金を預けている預金者もいると聞く。この「満足」感が低
利融資を実現する原動力となっているのである。

健全経営が維持できる仕組みの一つに小口かつ分散融資の実施が挙げられる。GLS 銀行では特定
企業に貸し込まないことも重要な指針としている。特定企業に貸し込んでしまうと、その企業が倒産
した際に、銀行の財務体質に与える影響が非常に大きいからである。このため、GLS 銀行では極力

【預金金利】 【貸付金利】

５％
→

６％
→

→ →
３．５％

（注）→は資金の流れを示し、金利の受け取りとは逆となっている。
（出所）筆者作成

図表3　低利融資が可能となる仕組み

商業銀行

GLS銀行

者業事者金預
３％＋

「満足」感

貸付金利（６％）
＝預金金利（５％）＋事務コスト（0.5％）＋利潤（0.5％）

貸付金利（３．５％）
＝預金金利（３％）＋事務コスト（0.5％）

図表2　GLS銀行の最近の業績（単位：百万EUR）

2014/12 2015/12 2016/12
総資産 3,640 4,175 4,597 
自己資本 245 299 339 
コア自己資本比率 9.2% 10.2% 9.8%
預金残高 3,139 3,618 3,905 
融資残高 1,909 2,129 2,452 
営業利益 13 13 39 
従業員（人） n.a. 527 524 

（出所）GLS 銀行アニュアルレポートより作成
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分散融資を行い、既に融資を実施した先には追加融資をしないことに徹しているとのことである。
しかし貸し倒れが多ければ銀行経営が立ち行かなくなる。この点についてインタビューでは「意外

にこの分野のリスクは低い」との回答を得ている。彼ら曰く「この分野に関わっている人は金銭面で
律儀であることが多い」とのことである。家族、友人を含めた連帯保証はコミュニティで暮らしてゆ
く人々に対して「迷惑をかけてはならない」という危機意識を高める効果を持ち、貸倒れ率の低下に
つながるとのことである。

貸倒れ率を抑制する仕組みは、コミュニティによる監視が挙げられる。コミュニティ内で事業をす
る限り、コミュニティ内でその「評判」が常に流れる。GLS 銀行でのインタビューにおいてもこの
コミュニティ内での評判を保つ努力が貸し倒れ率の抑制の強力なツールとなるとの回答を得ている。

更に、社会や環境プロジェクトという特定分野に特化することで、その分野の情報の蓄積が進み、
審査・モニタリング力が向上する効果も期待される。GLS 銀行にはドイツ全土から社会や環境関連
のプロジェクトの相談が寄せられる。インタビューでは、銀行内に成功したプロジェクト、失敗した
プロジェクトの履歴が蓄積されることで、かなりの確度でプロジェクトの成否を判断できるようにな
るだけでなく、相談してきた事業者に対して「他の事業者が既に失敗しているのでやめた方が良い」
や「今後この部分が問題になるので、この部分を変えると融資可能な状態になる」など、具体的なア
ドバイスもできるようになるとの回答を得ている。このように分野特化することでプロジェクトの精
査が可能となり、間接的に貸し倒れ回避にも貢献していると考えられる。

4. トリオドス銀行（オランダ、ユトレヒト州ザイスト市）
二つ目の事例としてオランダのトリオドス銀行を取り上げる。トリオドス銀行も GLS 銀行と同様、

社会・環境プロジェクトへの融資を専門とするコミュニティ銀行である。
トリオドス銀行の設立の契機はオランダの国土問題に求められる。オランダ国土の 4 分の 3 が海

面下に位置する干拓地であるため、オランダ国民は地球温暖化の影響を生活に直結するものと深刻に
受け止めている。このような背景からオランダはドイツと並び欧州の中でも環境問題に対して意識の
高い国として知られている。

トリオドス銀行の設立は 1968 年。「社会に貢献する金融機関」という理念を実現するために、あ
る大銀行出身の銀行員がユトレヒト州ザイスト市にて設立準備を開始したことを嚆矢とする。財団設
立自体は 1971 年であり、地道に営業活動を継続する中で、金融業務のノウハウを蓄積しつつ、10 年
後の 1980 年に銀行転換することができた。現在のトリオドス銀行の法人形態は株式会社であるが、
議決権の制限等で組織としての性質は財団法人のそれとあまり変わりがないと言える。

トリオドス銀行の業績も GLS 銀行同様 1990 年以降、急速に拡大を始めた。1990 年はブラジル・
リオにて環境サミットが開催された年である。世界各地で温暖化を緩和させるための様々な運動が盛
り上がり、トリオドス銀行においても「グリーン投資ファンド」、「社会的責任ファンド」といった環
境に優しい事業を実施する企業に株式を集めた株式投資ファンドに資金が集まるようになった。図表
４に示されるように、トリオドス銀行の直近 3 期の業績は好調であり、かつ、財務体質も非常に良い
ことが分かる。

トリオドス銀行も GLS 銀行と同様に小口分散主義を取り、環境分野から社会福祉分野へ広範な分
野に融資することで、分野リスクも分散させている。具体的な融資分野は、社会ビジネス分野、自然・
環境分野、非収益・芸術分野、発展途上国分野、その他の 5 分野である。社会ビジネス分野の具体的
な融資対象はコミュニティビジネス支援センター設立資金やコミュニティビジネスの創業資金であ
る。自然・環境分野の具体的な融資対象は再生エネルギープロジェクト（風力、太陽光）、有機農業、
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ビオトープ等の自然保護事業である。非収益・芸術分野の主な融資対象は教育施設、健康事業、高齢
者福祉施設である。また、発展途上国分野は旧宗主国であった経緯からインドネシアでの開発協力事
業や民芸品等の貿易事業に対し融資を実施している。最後のその他分野は、住環境向上や職場環境向
上のための資金ニーズに対応している。

インタビューの際、トリオドス銀行より「ブランド戦略がトリオドス銀行の成長の基礎にある」と
の回答を得た。「差別化のためには、特徴となるブランド戦略が必要」との考えを基に、「トリオドス
銀行＝財務的に健全＋環境に優しい」という方程式が社名を聞いただけで浮かび上がるよう、全社員
を挙げて尽力したとのことである。「このブランドを獲得するのに長い年月を費やした」という発言
に示されるように、地道な営業活動を長期間、たゆまずに続けたことが、今日のトリオドス銀行の発
展の基礎にある。

5. 両行の共通点
ここでは GLS 銀行とトリオドス銀行の共通点を３つにまとめて説明する。一つ目の共通点は両行

とも 1970 年前後に設立されている点と、預金者が従来型の銀行サービスに満足しなくなったという
点が挙げられる。1970 年代は高度成長が終了し、欧州においては社会矛盾が拡大した時期であり、
社会の現状に不満を持つ市民のニーズが設立の原動力になっている点も共通している。

二つ目の共通点は、両行とも「コミュニティ（＝社会）のための銀行」を経営目的としている点で
ある。また、小口、非営利の公益プロジェクトに特化する非営利ファイナンスという、従来の金融の
発想とは次元の異なる発想で設立されている点も共通している。

三つ目の共通点は、両行とも成長フェーズに入るまで、10 年程度の長い助走期間を経験している
点である。また、両行とも信託財産の管理・運営から初め、その後に銀行転換していった点も共通し
ている。

この 3 点を踏まえると、日本においても十分、GLS 銀行のようなコミュニティ銀行が機能する素地
があると考えられる。まず、欧州の 70 年代は日本のバブル崩壊後の 90 年代以降の低成長期に非常に
良く似ており、所得格差等、社会矛盾が拡大しつつある点も共通している。また、日本においても協同
組合銀行の存在感が高いことも、コミュニティ型の資金融通が成り立つ可能性が高いことを示している。

ただし日本で留意するべき点は、プロジェクトの評価を短期的、近視眼的に評価する傾向であろう。
社会を変革するプロジェクトは 3 ～ 5 年で結果を判断できず、欧州のように 10 年程度の助走期間を
とることのできる息の長さは見習うべき点の一つであろう。

6. まとめ　～持続可能な社会のための「三方一両損」の発想～
GLS 銀行もトリオドス銀行も 1970 年前後に設立されている。その頃の欧州は戦後から続いてきた

図表４　トリオドス銀行の最近の業績（単位：百万EUR）

2014/12 2015/12 2016/12
総資産 7,152 8,211 9,081 
自己資本 704 781 904 
コア自己資本比率 19.0% 19.0% 19.2%
預金残高 6,289 7,283 8,025 
融資残高 4,266 5,216 5,708 
営業利益 40 54 39 
従業員（人） 1,017 1,121 1,271 

( 出所）トリオドス銀行アニュアルレポートより作成



－ 7 －

－ 6289 －■　中央調査報　No.718・平成29年8月10日発行

経済成長重視政策から持続可能な成長路線へと大転換を図っている時期であった。日本では幸いなこ
とにオイルショックを生産性向上で乗り切れてしまったために 1989 年のバブル経済の崩壊までの約
20 年間、経済成長重視路線が継続することとなった。その結果、日本は世界有数の経済大国に成長
したが、経済成長が止まり、急速な少子高齢化に直面する現在、持続可能な社会を創出するための有
効な施策については、十分検討されてこなかったと言える。一方、欧州は 1970 年以降 90 年まで「黄
昏のヨーロッパ」と揶揄されるように、低成長、高失業に悩まされ続けた。しかし、この 20 年間が
GLS 銀行やトリオドス銀行がそうであったように持続可能な社会システムを具現化するための懐妊
期間となったのである。

持続可能な社会を実現するためには図表５に示される「三方一両損」の発想が必要であろう。一人
一人が少しずつ我慢をすることにより社会全体の効用が増大し、結果、我慢した以上の効用が一人一
人に還元されるという発想である。この発想は、効用最大化を前提とする資本主義経済とは別次元の
ものに映るが、「譲る」文化を有する我々日本人には本質的になじみの深いものであろう。

この「三方一両損」の発想は GLS 銀行やトリオドス銀行のビジネスモデルにも当てはまる。預金
者は預金金利が低いことに納得し、銀行は低収益に納得し、事業者も低収益に納得する。その結果、
そのコミュニティでは、このコミュニティ銀行を通じた融資により、福祉サービスが低価格で提供さ
れ、風力発電による電力が供給され、無農薬農法により栽培された農産物が低価格で入手可能となる。
図表５に示す「公益の増大」の数値での計測は困難であるが、このようなビジネスが活発な地域は豊
かであり、持続可能性が高い社会と言えるのではないか。

低成長期に入ったドイツを中心とした欧州経済が健全である理由の一つは、地域コミュニティの健
全性であり、その健全性を支える根幹に GLS 銀行やトリオドス銀行のようなステークホルダーがセ
カンドベストを目指す発想が存在する。このセカンドベストに基づくビジネスモデルが、低成長社会
において資金循環を維持し、地域コミュニティを健全に保つ点において有効であり、持続可能な社会
の実現への鍵を握るのではないかと考える。

参考資料
GLS 銀行ホームページ：https://www.gls.de/privatkunden/
トリオドス銀行ホームページ：https://www.triodos.com/en/about-triodos-bank/

銀行 事業家

事業の低収益性を我慢する

預金金利の一部を我慢する

利益の一部を我慢する

図表5　持続可能な社会のための「三方一両損」の発想

公益の増大

預金者

（出所）筆者作成
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7月の時事世論調査
7月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比15.2
ポイント減の29.9%と急落した。
2012年12月の第2次安倍政権
発足以降、最大の下げ幅で初め
て3割を切った。一方、不支持
率は14.7ポイント増の48.6％で
最高となり、一挙に支持率と逆
転した。学校法人・加計学園の
獣医学部新設をめぐる問題が大
きく影響したとみられる。

調査は全国の18歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で7月7日から10日に実施。
有効回収（率）は1,301（65.1％）。

この時期の国内の動きは、
「共謀罪」法、成立：共謀罪の

構成要件を改めてテロ等準備罪
を新設する改正組織犯罪処罰法
が、参院本会議で採決され、自民、
公明両党と日本維新の会などの
賛成多数で可決、成立した（6月
15日）。

米 イージ スが 衝 突：静 岡 県
南伊豆町の石廊崎沖で米海軍
のイージス駆逐艦と日本郵船が
チャーターしたフィリピン船籍
のコンテナ船が衝突。イージス
艦乗組員７人が行方不明となり、
浸水した管内から遺体で見つ
かった（6月18日）。

豊洲移転表明：東京都の築地
市場を豊洲市場へ移す問題をめ
ぐり、小池知事は記者会見で市
場を豊洲に移す意向を明らかに。
築地は5年後をめどに再開発し、
将来的に両者を併存させるとし
た（6月20日）。

タカタ再生法申請：エアバッ
グの欠陥による大量のリコールで
経営が悪化した大手自動車部品

朝鮮メディアは特別重大報道と
して、大陸弾道弾ミサイル・火
星14の発射実験に成功したと発
表。日本のE E Z内の日本海に落
下したとみられる（7月4日）。

ドイツでG20首脳会議：首脳
宣言では反保護主義が明記され
たが、米国に配慮して表現が弱
められた。地球温暖化対策でも
パリ協定離脱の米国との溝が鮮
明に（7月8日）。

イラク軍がモスル解放：イラ
クのアバディ首相は、過激派組
織・イスラム国が支配してきた
第二の都市モスルを解放したと
する声明を発表した（7月9日）。

政党支持率　自民党は21.1％
で、前月から3.9ポイント低下し
た。民進党は0.4ポイント減の
3.8％、公明党は0.3ポイント減の
3.2％、共産党は0.3ポイント減
の2.1%、日本維新の会は0.2ポイ
ント減の1.1％といずれの政党も
減少となった。支持政党なしは
65.3％で前月より4.5ポイント増

国民の景気感　「良くなった」
は前月より0.3ポイント減の6.9％、

「悪くなった」は1.1ポイント減で
19.4％。時事世論景気指数は128
で前月と変わらず。

暮らし向き　昨年の今頃と比べ
て「楽になった」は前月比0.4ポイ
ント増の5.2％、「苦しくなった」
は2.4ポイント減の20.2％だった。

メーカー、タカタが東京地方裁
判所に民事再生法の適用を申請
した。負債総額は１兆円を超える
見通しで、製造業の経営破たん
としては戦後最大（6月26日）。

都民ファーストの会が圧勝：
東京都議選（定数127）で小池知
事が代表を務める地域政党・都
民ファーストの会が49議席で第
1党となり、公明党などを合わせ
た知事支持勢力が過半数を獲得
する圧勝となった。自民党は過
去最低の23議席（7月2日）。

日欧E PA、大枠合意：日本と
E Uの経済連携協定（E PA）交渉
は大枠合意に達し、焦点の欧州
産チーズや日本車など、主要分
野の関税の引き下げや撤廃で一
致した。日欧間の関税撤廃品目
は全体の95％超に達する見込み

（7月5日）。
九州北部で記録的豪雨：活発

な梅雨前線の影響で福岡県と大
分県に大雨特別警報が出され、
河川の氾濫や土砂災害、橋が流
されるなどして集落の孤立も相
次いだ。両県は自衛隊に災害派
遣を要請、死者や行方不明者が
出た（7月5日～ 6日）。
「宗像・沖ノ島」世界遺産に：

ユネスコの世界遺産委員会は、
福岡県の「『神宿る島』宗像・沖ノ
島と関連遺産群」の世界文化遺産
への登録を決定。諮問機関が除
外勧告していた4資産も含めての
一括登録となった（7月9日）。

国外では、
高層住宅火災：ロンドン西部

で、24階建て高層住宅火災が発
生。死者は79人と推定される（6
月14日）。

コール元首相死去：1990年の
ドイツ統一を実現したヘルムー
ト・コール元首相が87歳で死去。
在任期間は戦後ドイツで最長と
なる16年に及んだ（6月16日）。

マクロン新党圧勝：フランス
国民会議（下院）決選投票は、マ
クロン大統領が結成 した中道新
党「共和国前進」が約6割の議席
を獲得し圧勝した（6月18日）。

北朝鮮I C B M成功と発表：北

◇  告　知　板
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